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令和2年度当初予算が決定しました

一般会計予算　271億6,900万円
令和2年度の直方市の予算が3月定例市議会で可決されました。

一般会計と5つの特別会計を合わせた予算総額は409億7,863万5千円です。

　
令
和
2
年
度
当
初
予
算
で
は
、本

市
の
活
力
を
引
き
続
き
維
持
す
る
た

め「
直
方
市
ま
ち・ひ
と・し
ご
と
創
生

総
合
戦
略
」に
掲
げ
た
施
策
の
効
果

的
な
展
開
を
図
る
と
と
も
に
、「
投
資

の
な
い
と
こ
ろ
に
成
長
は
な
い
」と
の

基
本
姿
勢
に
立
って
必
要
な
投
資
を

タ
イ
ミ
ン
グ
よ
く
行
い
、着
実
に
社
会

イ
ン
フ
ラ
を
整
備
し
て
次
の
世
代
に

引
き
継
ぐ
事
を
基
本
方
針
と
し
た

予
算
編
成
を
行
っ
て
い
ま
す
。ま
た
、

各
所
管
が
主
体
性
を
もって
効
率
的

な
財
源
配
分
を
行
い
、コ
ス
ト
意
識
の

向
上
を
図
る
た
め
、前
年
度
に
引
き

続
き
枠
配
分
予
算
方
式
を
継
続
し
、

前
年
度
の
枠
配
当
額
か
ら
2
％
の
削

減
を
行
い
ま
し
た
。効
率
的・効
果
的

な
財
源
配
分
に
よ
る
予
算
編
成
と

なって
い
ま
す
が
、本
市
の
財
政
状
況

に
お
い
て
は
、市
税
収
入
等
、歳
入
に

お
け
る
自
主
財
源
の
確
保
は
依
然
と

し
て
厳
し
い
状
況
で
あ
る
と
言
え
ま

す
。そ
の
結
果
、予
算
上
4
億

1
1
0
1
万
7
千
円
の
財
源
不
足
が

生
じ
て
お
り
、財
政
調
整
基
金
か
ら

の
繰
入
れ
に
よって
補
って
い
ま
す
。

　
予
算
の
規
模
は
、一
般
会
計
で
は
、

2
7
1
億
6
9
0
0
万
円
（
対
前
年

度
比
：
4
・
３
％
増
）
で
す
。

歳
　
入

　
本
市
の
歳
入
は
、
市
税
や
使
用
料
・

手
数
料
な
ど
、
市
が
自
ら
調
達
す
る

こ
と
が
で
き
る
自
主
財
源
と
地
方
交

付
税
や
国
・
県
支
出
金
、
市
債
な
ど
、

調
達
を
ほ
か
に
頼
る
依
存
財
源
に
分
け

ら
れ
ま
す
。

歳
　
出

�　
歳
出
は
目
的
別
経
費
と
性
質
別
経

費
に
分
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
１
）
目
的
別
経
費
内
訳
と
は

　
経
費
（
歳
出
）
を
、
使
わ
れ
る
目

的
に
よ
っ
て　
▼
民
生
費　
▼
土
木

費　
▼
衛
生
費　
▼
教
育
費　
▼
公

債
費　
▼
総
務
費　
な
ど
に
分
類
す

る
こ
と
を
い
い
ま
す
。

（
２
）
性
質
別
経
費
内
訳
と
は

　
経
費
（
歳
出
）
を　
▼
職
員
給
与

や
議
員
報
酬
な
ど
の
「
人
件
費
」　
▼

生
活
保
護
に
要
す
る
経
費
、
児
童
や

高
齢
者
・
障
が
い
者
な
ど
の
サ
ー
ビ

ス
に
要
す
る
経
費
な
ど
の
「
扶
助

費
」　
▼
市
債
の
元
金
・
利
子
の
支
払

い
な
ど
の
「
公
債
費
」　
▼
道
路
・
農

業
施
設
な
ど
の
建
設
費
や
用
地
取
得

費
な
ど
、
社
会
資
本
形
成
の
た
め
の

「
普
通
建
設
事
業
費
」　
▼
備
品
・
消

耗
品
の
購
入
費
や
機
器
の
使
用
料
、

印
刷
製
本
費
な
ど
の
「
物
件
費
」　

▼
補
助
金
や
負
担
金
、
講
習
会
の
講

師
謝
礼
な
ど
の
「
補
助
費
等
」　

な

ど
に
分
類
す
る
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　
さ
ら
に
、
人
件
費
、
扶
助
費
、
公

債
費
を
「
義
務
的
経
費
」、
建
設
事

業
費
な
ど
を
「
投
資
的
経
費
」
に
分

類
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

市税 24.5 ％
66億4559万円

歳入

分担金および負担金 0.4％
1億788万円

使用料および
手数料 4.0％
10億8112万円

繰入金 1.6％
4億3870万円

寄附金 0.2％
4500万円

    財産収入 0.2％
　          4405万円

諸収入等 1.5％
4億1262万円

地方譲与税等 5.5％
15億3350万円

地方交付税 20.5％
　　 55億6000万円

国庫支出金
23.6％
64億688万円

県支出金 8.2％
22億2428万円

市債 9.8％
26億6940万円

自主財源
32.4％

自主財源
32.4％

依存財源
67.6％

依存財源
67.6％

民生費 49.4％
134億1145万円教育費 8.0％

21億5988万円

消防費 2.7％
7億3662万円

商工費 1.2％
3億2051万円

農林水産業費 1.2％
3億2977万円

議会費 0.8％
2億2103万円諸支出金・予備費 3.6％

9億7567万円

土木費 10.5％
28億5601万円

歳出

総務費 5.7％
15億5860万円
総務費 5.7％
15億5860万円

衛生費 9.8％
26億6020万円
衛生費 9.8％
26億6020万円

公債費 7.1％
19億3926万円
公債費 7.1％
19億3926万円

歳入内訳目的別経費内訳
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歳出

人件費 12.8％
34億8646万円

扶助費 36.2％
98億3918万円

補助費等 6.0％
16億1816万円

繰出金 10.4％
28億2092万円

その他 1.8％
4億6663万円

公債費 7.1％
19億3926万円
公債費 7.1％
19億3926万円

普通建設事業費 12.7％
34億6169万円
普通建設事業費 12.7％
34億6169万円

物件費 13.0％
35億3671万円
物件費 13.0％
35億3671万円

性質別経費内訳

令和2年度一般会計予算の主な事業　（単位:千円）
総務費

・新国富指標を用いた総合計画策定に関する調査研究委託料 2,099 
・業務効率化支援サービス業務フロー図設計委託料 1,188 
・ふるさと納税業務委託料 21,594 
・国勢調査統計委託費 25,086 
・固定資産税路線価比準表作成委託料 14,904 
・福岡県総合防災訓練事業費 3,000 
・コンビニ収納業務委託料（一般会計分） 2,448
民生費

・隣保館大規模改修工事費 147,588 
・国民健康保険特別会計繰出金 589,289 
・介護保険特別会計繰出金 1,073,623 
・重度障がい者医療費 200,000 
・子ども医療費 206,000 
・障がい者自立支援給付費 1,444,449 
・障がい児通所給付費 427,902 
・後期高齢者医療療養給付費負担金 832,634 
・学童クラブ整備費 8,755 
・学童保育所運営委託料 202,934 
・児童手当扶助費 952,770 
・児童扶養手当扶助費 420,317 
・私立保育所運営費 1,466,154 
・個人番号カード等関連事務業務負担金 33,664 
・特定地域型保育施設運営費 3,431 
・保育士奨学金返済支援補助金 3,000 
・健康づくり人材育成事業 2,455
衛生費

・汚泥再生処理センター建設費(令和2年度までの継続事業) 1,090,253 
・し尿処理場解体事業費 10,131 
・資源物収集運搬車購入費 14,190
農林水産業費

・県営事業に伴う地元負担金（小野牟田池防災事業） 24,200 
・農村環境整備事業費 11,500 
・ため池耐震調査業務委託料 10,000 
・ため池ハザードマップ作成業務委託料 7,000 
・農地・農業用施設整備事業費 8,500
商工費

・産業振興関連事業委託料 18,201 
・ＩＴ等まちなか創業支援補助金 3,000 
・地域おこし協力隊事業 10,098 
・直方市・鞍手町広域工業団地基本計画策定業務委託料 5,181 
・中心市街地賑わいづくり推進事業 2,970 
・直方ニュービジネス研究会事業 559 
・平成筑豊鉄道経営安定化負担金 40,961 
・ＩｏＴ推進ラボ事業 303
土木費

・道路維持費 162,393 
・道路新設改良費 1,056,412 
・中泉中央市営住宅建築事業費 355,494 
・市営住宅ストックマネジメント事業費 149,580 
・赤地排水機場ポンプ整備事業費 71,952 
・まちなか公共交通活性化調査業務委託料 24,200 
・都市計画施設見直し業務委託料 14,423 

・下排水路整備費 12,717 
・頓野住宅団地汚水処理場改修事業 37,734
消防費

・高規格救急自動車購入費 39,786 
・消防はしご車点検整備費 37,398 
・北九州市消防局派遣職員負担金 25,356 
・消防団格納庫整備事業 66,472
教育費  

・私立幼稚園運営費 453,823 
・小学校給食用物資調達事業費 169,830 
・体育館長寿命化工事費 47,098 
・坑夫の像移設費（修繕料および委託料） 4,921 
・小学校トイレ快適化事業費 11,943 
・学校用務員派遣業務委託料 23,135 
・小学校教師用教科書及び指導書給与費 15,977 
・ユメニティのおがた改修費 7,952 
・小学校英語教育推進事業 1,807 
・幼児教育の充実（幼児教育センター設立に向けた取組） 600
公債費

・市債元利償還金 1,939,256
諸支出金

・水道事業会計補助金 5,265 
・下水道事業会計補助金 963,902




